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１　

条
例
制
定
に
至
っ
た
背
景

（
１
）
地
球
環
境
の
異
変

ア
メ
リ
カ
航
空
宇
宙
局
（
Ｎ
Ａ
Ｓ
Ａ
）
及
び
ア
メ

リ
カ
海
洋
大
気
局
（
Ｎ
Ｏ
Ａ
Ａ
）
の
発
表
に
よ
る
と
、

平
成
26
年
以
降
、
世
界
の
年
平
均
気
温
は
３
年
連
続

で
過
去
最
高
を
更
新
す
る
と
と
も
に
、
平
成
27
年
末

に
は
大
気
中
の
CO₂
濃
度
が
観
測
史
上
初
め
て
、

４
０
０
ｐ
ｐ
ｍ
を
超
え
る
な
ど
、
現
在
、
気
候
変
動

対
策
は
待
っ
た
な
し
の
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

徳
島
県
に
お
い
て
は
、
年
平
均
気
温
は
こ
の
１
０
０

年
間
で
約
１
・
39
℃
の
割
合
で
上
昇
し
、
今
世
紀
末

に
は
、
20
世
紀
末
に
比
べ
３
・
０
℃
前
後
上
昇
す
る

こ
と
が
予
測
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
は
現
在
の
屋
久
島

の
平
均
気
温
に
相
当
す
る
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

先進・ユニーク条例【解説】

　徳島県は、「徳島県脱炭素社会の実現に向け
た気候変動対策推進条例」を制定した（条例
第57号として平成28年10月31日公布、平成
29年1月1日施行）。
　条例は、脱炭素社会の実現に向け、気候変
動対策の推進に関する基本理念や県民生活・
事業活動等に関する基本的な対策を定める。
温暖化を遅らせる「緩和策」と気候変動による
影響への対策に努める「適応策」が柱。「脱炭
素社会」、「気候変動対策」を掲げる条例は全
国初となる。

こ
う
し
た
地
球
温
暖
化
の
進
行
に
よ
り
、
農
産
物

の
品
質
悪
化
や
熱
中
症
等
の
健
康
被
害
、
大
雨
に
よ

る
洪
水
の
増
加
な
ど
、
県
内
に
お
い
て
も
様
々
な
影

響
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
２
）
国
際
的
な
動
向

こ
う
し
た
中
、
世
界
各
国
の
対
立
を
乗
り
越
え
、

平
成
27
年
12
月
に
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
（
国
連
気
候
変
動
枠

組
条
約
第
21
回
締
約
国
会
議
）
に
お
い
て
、
温
室
効

果
ガ
ス
排
出
削
減
の
新
た
な
国
際
的
枠
組
み
「
パ
リ

協
定
」
が
採
択
さ
れ
、
平
成
28
年
11
月
４
日
、
採
択

か
ら
１
年
足
ら
ず
の
早
さ
で
発
効
し
ま
し
た
。「
パ

リ
協
定
」
で
は
、
世
界
の
平
均
気
温
上
昇
を
、
産
業

革
命
か
ら
２
℃
未
満
、
で
き
れ
ば
１
・
５
℃
以
内
に

抑
え
る
努
力
を
す
る
こ
と
が
合
意
さ
れ
て
お
り
、
今

徳
島
県
脱
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た 

気
候
変
動
対
策
推
進
条
例

　
　
　
　
　
　（
す
だ
ち
く
ん
未
来
の
地
球
条
例
）

～
低
炭
素
社
会
か
ら「
脱
炭
素
社
会
」へ
、新
た
な
羅
針
盤
～

徳島県

徳
島
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環
境
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1.39  

16.6 

徳島の年平均気温の経年変化（統計期間1892 ～ 2014年）
（出典：徳島地方気象台作成）
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世
紀
後
半
に
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
を
実
質
ゼ

ロ
、
つ
ま
り
「
脱
炭
素
社
会
の
実
現
」
を
目
指
す
こ

と
が
世
界
の
共
通
目
標
と
し
て
掲
げ
ら
れ
ま
し
た
。

（
３
）
国
の
動
き

ま
た
、
国
に
お
い
て
は
、
平
成
27
年
に
温
室
効
果

ガ
ス
の
排
出
を「
２
０
３
０
年
度
に
、２
０
１
３
年
度

比
26
％
削
減
」
と
の
目
標
を「
約
束
草
案
」
と
し
て

国
連
へ
提
出
し
て
以
降
、
そ
の
具
現
化
を
図
る「
地
球

温
暖
化
対
策
計
画
」の
策
定
や
、気
候
変
動
の
影
響
に

対
し
基
本
的
な
考
え
方
や
分
野
別
施
策
を
示
し
た
、
政

府
と
し
て
初
の「
適
応
計
画
」の
策
定
な
ど
、新
た
な

目
標
や
計
画
が
次
々
と
示
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

２　

徳
島
県
に
お
け
る
気
候
変
動
対
策

「
３
本
の
矢
」

徳
島
県
で
は
平
成
20
年
10
月
、
当
時
、
地
球
温
暖

化
対
策
を
制
度
化
し
た
条
例
と
し
て
は
、
中
四
国
初

と
な
る
「
徳
島
県
地
球
温
暖
化
対
策
推
進
条
例
」
を

制
定
し
、
こ
れ
ま
で
県
民
総
ぐ
る
み
で
取
り
組
ん
で

ま
い
り
ま
し
た
が
、
近
年
の
国
内
外
に
お
け
る
大
き

な
動
き
を
踏
ま
え
、
こ
の
機
を
逃
す
こ
と
な
く
、
取

組
み
を
よ
り
一
層
加
速
化
さ
せ
る
た
め
、（
１
）
気

候
変
動
対
策
に
関
す
る
「
新
た
な
条
例
」
の
制
定
、

（
２
）
国
の
目
標
を
上
回
る
、
意
欲
的
な
「
温
室
効

果
ガ
ス
削
減
目
標
の
設
定
」、（
３
）
豪
雨
や
猛
暑
な

ど
気
候
変
動
の
影
響
に
適
切
に
対
応
す
る
「
気
候
変

動
適
応
戦
略
」の
策
定
を「
３
本
の
矢
」と
し
て
、「
脱

炭
素
社
会
」の
土
台
づ
く
り
に
、ス
ピ
ー
ド
感
を
持
っ

て
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

３　

条
例
の
内
容

（
１
）
条
例
の
構
成

条
例
は
、「
前
文
」
の
ほ
か
温
室
効
果
ガ
ス
の
排

出
抑
制
等
を
図
る
「
気
候
変
動
の
緩
和
に
係
る
対
策

（
第
３
章
）」
と
影
響
に
適
切
に
対
応
す
る
「
気
候
変

動
へ
の
適
応
に
係
る
対
策
（
第
４
章
）」
を
中
心
に
、

全
69
条
で
構
成
し
て
い
ま
す
。

「
前
文
」
で
は
、
現
在
、
気
候
変
動
が
自
然
界
全

体
を
大
き
く
揺
る
が
す
重
大
な
脅
威
と
な
っ
て
い
る

こ
と
、「
パ
リ
協
定
」
の
採
択
に
よ
り
脱
炭
素
社
会

の
実
現
に
向
け
、
世
界
が
歴
史
的
な
第
１
歩
を
踏
み

出
し
た
こ
と
、
そ
し
て
、
本
県
は
県
民
・
事
業
者
を

始
め
あ
ら
ゆ
る
主
体
が
推
進
役
と
な
り
、「
環
境
首

都
と
く
し
ま
」
と
し
て
進
取
の
気
概
を
持
ち
、
地
球

規
模
で
の
気
候
変
動
対
策
を
牽
引
し
て
い
く
こ
と
の

強
い
決
意
を
述
べ
て
い
ま
す
。

ま
た
、「
基
本
理
念
（
第
３
条
）」
と
し
て
、（
１
）

「
緩
和
策
」
と
「
適
応
策
」
を
両
輪
と
し
た
施
策
の

展
開
、（
２
）
県
民
・
事
業
者
が
主
役
と
な
っ
た
「
県

民
総
活
躍
」
に
よ
る
社
会
的
機
運
の
醸
成
、（
３
）

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
や
森
林
資
源
な
ど
本
県
な
ら

で
は
の
「
地
域
資
源
の
活
用
に
よ
る
地
域
の
課
題
解

決
へ
の
貢
献
」
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

（
２
）
条
例
の
特
徴

条
例
の
特
徴
と
し
て
は
、
①
「
パ
リ
協
定
」
で
合

意
さ
れ
た
「
脱
炭
素
社
会
の
実
現
」
を
い
ち
早
く
掲

げ
た
こ
と
、
②
究
極
の
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
「
水

素
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
に
つ
い
て
最
大
限
の
導
入
に
取
り

組
む
こ
と
、
③
適
応
策
を
体
系
的
に
進
め
る
た
め
の

「
基
本
方
針
」
を
条
例
に
位
置
付
け
、「
緩
和
策
」
と

「
適
応
策
」
を
両
輪
と
し
て
気
候
変
動
対
策
を
展
開

“脱炭素社会の実現へ” 
気候変動対策の「３本の矢」 

【１】徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例 

緩 和 策 
（温室効果ガスの排出抑制等） 

適 応 策 
（気候変動の影響に適切に対応） 

両 輪 

【2】徳島県地球温暖化対策推進計画 【3】徳島県気候変動適応戦略 

・ 新たな削減目標の追加 
・ 平成２８年１２月に設定 

・ 平成２８年１０月策定 

・ 平成２８年９月議会可決 
・ 平成２９年１月１日施行 

 愛称“すだちくん未来の地球条例”だよ！  

徳島県が取り組む気候変動対策の「３本の矢」
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す
る
こ
と
、
こ
の
３
点
を
全
国
初
の
規
定
と
し
て
盛

り
込
ん
で
い
ま
す
。

ま
た
、
こ
の
条
例
を
県
民
の
皆
様
に
身
近
な
も
の

と
し
て
親
し
み
を
持
っ
て
い
た
だ
く
た
め
、
愛
称
を

公
募
し
た
と
こ
ろ
、
21
都
道
府
県
か
ら
、
１
１
７
件

の
御
応
募
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
そ
の
中
か
ら
、
県

内
の
大
学
生
の
「
す
だ
ち
く
ん
を
入
れ
る
と
親
し
み

や
す
い
」
等
の
意
見
を
反
映
し
、「
す
だ
ち
く
ん
未

来
の
地
球
条
例
」
を
愛
称
と
し
て
決
定
し
ま
し
た
。

（
３
）
気
候
変
動
の
緩
和
に
係
る
対
策
（
第
３
章
）

～
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
実
質
ゼ
ロ
へ
、「
緩
和
策
」

の
進
化
～

「
緩
和
策
」
と
し
て
、
ま
ず
は
、
エ
シ
カ
ル
消
費（

（
（

を
始
め
と
す
る
新
た
な
価
値
観
の
共
有
に
よ
り
、
県

民
、
事
業
者
の
方
々
の
「
意
識
の
変
革
」
を
促
す
と

と
も
に
、
自
ら
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
量
や
二
酸
化
炭

素
排
出
量
を
把
握
す
る
こ
と
で
、
徹
底
し
た
省
エ
ネ

や
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
効
率
的
利
用
に
取
り
組
ん
で
い
た

だ
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
関
連
し
、
事
業

者
の
方
々
に
は
「
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
計
画

書
」
な
ど
、
こ
れ
ま
で
大
規
模
な
事
業
者
や
建
築
物

に
対
し
て
提
出
義
務
を
課
し
て
い
た
各
種
計
画
書
・

報
告
書
を
、
一
定
の
規
模
未
満
の
事
業
者
等
に
お
い

て
も
任
意
で
提
出
で
き
る
よ
う
計
画
書
制
度
を
拡
大

し
、
事
業
活
動
に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
の
取

組
を
後
押
し
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 近年、各地で豪雨や干ばつ、生態系の変化など 

が発生するとともに、近い将来、食糧危機や健康

被害など更なる危険性が増大しており、気候変動

は自然界を揺るがす重大な脅威となっている。 

 

■ 2015 年末、COP21 パリ協定では、この危機的状

況を打破すべく、「今世紀後半に温室効果ガス排出

を実質ゼロ」とすることを目指し、世界全体が脱

炭素社会への一歩を踏み出した。 

 

■ この社会の実現は、私たちの行動いかんにかか

っており、今こそが気候変動の脅威に立ち向かう

ため行動を起こすときであり、百年後、人類が存

続しうるか否かの大きな分岐点に差し掛かってい

る。  

 

■ 本県においては、地域資源、潜在力を最大限に

活用するとともに、あらゆる主体が推進役となり、  

脱炭素社会の実現へ、環境首都としての進取の気

概 を持ち、本県こそがこの危機を救うべく、地

球規模 での気候変動対策を牽引することを強く

決意して、 条例を制定する。  

前文 

第一章 総  則 

第二章 気候変動対策に関する基本方針等 

第三章 気候変動の緩和に係る対策 

 第一節 県民生活に係る対策 

   第一款 家庭生活等及び事業活動に係る配慮 

      第二款 温室効果ガスの排出削減計画書 

   第三款 建築物に係る配慮 

   第四款 交通及びまちづくりに係る配慮 

 第二節 再生可能エネルギー等に係る対策 

 第三節 森林等による吸収作用の保全等に係る対

策 

 第四節 フロン類の排出の抑制等に係る対策 

第四章 気候変動への適応に係る対策 

 第一節 気候変動への適応に関する基本的施策 

 第二節 県民等の理解の促進等及び調査研究 

第五章 環境教育等の推進 

第六章 先導的な技術の活用及び先駆的な取組の実

施等 

第七章 雑則 

第八章 罰則 

附則 

  ●条文前文（抜粋）　　　　　　　　　　　　　　　　  ●条文構成

先進・ユニーク条例
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次
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
は
、
34

道
府
県
、
約
２
０
０
の
事
業
者
か
ら
な
る
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
協
議
会
会
長
県
と
し
て
、
こ
れ
ま
で
国
に
対

し
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
か
つ
タ
イ
ム
リ
ー
な
政
策
提
言
を

行
う
と
と
も
に
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
電

力
自
給
率
に
つ
い
て
国
を
上
回
る
目
標
を
掲
げ
る
な

ど
、
率
先
し
て
取
り
組
ん
で
き
た
と
こ
ろ
で
す
。
こ

う
し
た
取
組
を
さ
ら
に
進
化
さ
せ
る
た
め
、「
電
力

自
給
率
に
関
す
る
目
標
」
を
条
例
に
位
置
付
け
る
と

と
も
に
、
全
国
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
年
間
日
照
時
間
な

ど
本
県
の
高
い
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
活
か
し
、
家
庭
生

活
及
び
事
業
活
動
に
お
け
る
積
極
的
な
利
用
を
推
進

す
る
と
と
も
に
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消
」「
未

利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
有
効
活
用
」
に
つ
い
て
取
り
組

む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
水
素
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
設
置
や
燃
料
自
動

車
の
公
用
車
へ
の
導
入
な
ど
、
本
県
が
全
国
に
先
駆

け
て
取
り
組
ん
で
い
る
「
水
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
に
つ

い
て
、
そ
の
利
用
促
進

を
規
定
し
、「
水
素
グ

リ
ッ
ド
社
会
」
の
実
現

に
向
け
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
の
構
築
や
、

県
民
、
事
業
者
の
方
々

に
理
解
を
深
め
て
い
た

だ
く
た
め
の
情
報
提
供
、

普
及
啓
発
を
行
う
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

そ
し
て
、
本
県
は
、

県
土
面
積
の
75
％
を
森

林
が
占
め
る
全
国
有
数

の
「
森
林
大
県
」
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
そ
の
強

み
を
活
か
し
た
「
徳
島

な
ら
で
は
」
の
取
組
と

し
て
、
県
民
、
事
業
者

の
方
々
と
の
連
携
・
協

働
に
よ
る
森
林
の
整
備

「
と
く
し
ま
協
働
の
森
づ

く
り
」
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、県
内
の
森
林
保
全
・

整
備
に
貢
献
で
き
る
「
カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
（
温

室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
の
埋
め
合
わ
せ
）」
の
仕
組

み
を
日
常
の
様
々
な
場
面
で
取
り
入
れ
、
広
く
参
加

し
協
力
し
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
二
酸
化
炭
素
の
数
千
倍
以
上
の
温
室
効

果
を
有
す
る
と
も
い
わ
れ
る
フ
ロ
ン
類
の
排
出
抑
制

に
関
す
る
対
策
や
、
３
Ｒ
（
廃
棄
物
の
発
生
抑
制
・

再
使
用
・
再
生
利
用
）
の
推
進
、
食
品
関
連
事
業
者

や
学
校
等
と
連
携
し
た
食
品
ロ
ス
対
策
に
つ
い
て
も

定
め
て
い
ま
す
。

な
お
、「
緩
和
策
」
に
関
し
、
条
例
に
基
づ
く
基

本
方
針
と
し
て
定
め
て
い
る
「
徳
島
県
地
球
温
暖
化

対
策
推
進
計
画
」
に
お
い
て
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
量
の
削
減
目
標
を
「
２
０
３
０
年
度
ま
で
に
、

２
０
１
３
年
度
比
40
％
削
減
」
と
し
、
全
国
ト
ッ
プ

ク
ラ
ス
の
高
い
削
減
率
を
掲
げ
て
い
ま
す
（
平
成
28

年
12
月
設
定
）。
目
標
の
達
成
に
向
け
、
あ
ら
ゆ
る

政
策
を
総
動
員
し
、
民
生
部
門
の
対
策
強
化
を
中
心

と
し
た
「
削
減
努
力
」
及
び
、
森
林
整
備
・
保
全
の

推
進
に
よ
る
「
吸
収
努
力
」
に
取
り
組
む
こ
と
と
し

て
い
ま
す
。

（
４
）
気
候
変
動
へ
の
適
応
に
係
る
対
策
（
第
４
章
）

～
未
来
を
守
る
「
適
応
策
」
の
本
格
導
入
～

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
第
５
次
評
価
報
告
書（

（
（

で
は
、「
将
来
、

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
が
ど
の
よ
う
な
削
減
シ
ナ

徳島県地球温暖化対策推進計画 

国の削減目標（2030年度）  

2013年度比  ▲26.0％ 

排出抑制 約▲23.4％ 

吸収量   約▲  2.6％ 

徳島県の削減努力 

を上乗せ 

 

   2013年度比  ▲40.0％ 

    排出抑制 約▲26.4％ 

    吸収量   約▲13.6％ 

徳島県の削減目標（2030年度） 

全国トップクラス 

の削減率！ 

エネルギー消費量 

▲20.1％ 

脱炭素社会の実現に向けた「新たな削減目標の設定」と施策展開（抜粋）

「自然エネルギー由来・水素ステーション」を中四国で初め
て設置、FCV ６台を公用車として導入
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リ
オ
を
と
っ
た
と
し
て
も
世
界
平
均
気
温
は
上
昇

し
、
21
世
紀
末
に
向
け
て
気
候
変
動
の
影
響
の
リ
ス

ク
が
高
く
な
る
」
と
予
測
し
て
お
り
、
既
に
現
れ
て

い
る
影
響
や
中
長
期
的
に
避
け
ら
れ
な
い
影
響
に
対

し
て
適
切
に
対
応
す
る
「
適
応
策
」
が
求
め
ら
れ
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
。
ま
た
、
気
候
変
動
の
影
響
は
、

地
勢
、
産
業
、
人
口
構
成

等
の
地
域
特
性
や
、
そ
の

地
域
が
有
す
る
脆
弱
性
に

よ
っ
て
内
容
が
異
な
る
た

め
、
適
応
策
は
地
域
に
お

い
て
主
体
的
に
取
り
組
む

こ
と
が
重
要
と
な
り
ま

す
。こ

う
し
た
こ
と
か
ら
、

本
条
例
で
は
、「
適
応
策
」

に
関
す
る
基
本
方
針
を
条

例
に
位
置
付
け
る
と
と
も

に
、
適
応
に
関
す
る
基
本

的
施
策
や
県
民
等
の
理
解

の
促
進
等
に
つ
い
て
規
定

し
て
い
ま
す
。

ま
ず
、
気
候
変
動
の
影

響
に
よ
る
リ
ス
ク
の
低
減

と
効
果
的
活
用
の
両
面
か

ら
対
策
を
行
う
こ
と
を
基

本
に
、「
県
土
保
全
分
野
」

「
生
態
系
分
野
」「
水
環
境･

水
資
源
分
野
」「
健
康
分

野
」「
農
林
水
産
分
野
（
食
料
）」「
産
業
経
済
分
野
」

の
各
分
野
に
お
け
る
施
策
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
明
ら

か
に
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、「
適
応
策
」
に
つ
い
て
は
、
ま
だ
ま
だ
認

知
度
が
低
い
分
野
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
県
民
、
事
業

者
の
方
々
の
理
解
を
深
め
て
い
た
だ
け
る
よ
う
、
県

は
必
要
な
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
県
民
の
皆
様
に

は
セ
ミ
ナ
ー
へ
の
参
加
な
ど
を
通
じ
理
解
を
深
め
、

「
適
応
」
を
意
識
し
た
ラ
イ
フ
（
ビ
ジ
ネ
ス
）
ス
タ
イ

ル
の
転
換
に
努
め
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

な
お
、
本
条
例
に
基
づ
く
基
本
方
針
と
し
て
「
徳

島
県
気
候
変
動
適
応
戦
略
」を
策
定
し
て
い
ま
す（
平

成
28
年
10
月
策
定
）。
こ
の
戦
略
で
は
、
施
策
を
展

開
す
る
上
で
の
基
本
的
な
視
点
や
、
分
野
ご
と
の
地

域
特
性
や
将
来
予
測
、
さ
ら
に
影
響
に
対
す
る
方
向

性
や
主
な
指
標
を
取
り
ま
と
め
て
い
ま
す
。

（
５
）
環
境
教
育
等
の
推
進
（
第
５
章
）

環
境
教
育
及
び
環
境
学
習
の
推
進
と
し
て
、
幼
少

期
か
ら
高
齢
期
ま
で
あ
ら
ゆ
る
世
代
に
対
応
し
得
る

環
境
教
育
等
の
体
系
化
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
専

門
的
な
知
識
・
経
験
を
有
す
る
人
材
や
地
域
で
活
動

す
る
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
し
、
こ
れ
ら
の
方
々
が
活
躍

す
る
場
を
創
出
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
条
例
で
は
、
環
境
教
育
等
を
担
う
拠
点
を

整
備
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
お
り
、
平
成
29
年
春
に

は
、
気
候
変
動
対
策
の
“
最
前
線
基
地
”
と
し
て
、

新
た
に
環
境
活
動
連
携
拠
点
を
オ
ー
プ
ン
す
る
こ
と

　河川・沿岸、山地・森林・農村、ｲﾝﾌﾗ･ﾗｲﾌﾗｲﾝ
　陸域生態系、沿岸生態系
　水環境、水資源
　暑熱、感染症
　産業経済、観光、消費生活、その他県民生活に関するもの
　農業、水産業農林水産(食料)

対象分野 主な項目
県土保全
自然生態系
水環境・水資源
健　康
産業経済

徳島県気候変動適応戦略 

徳島県気候変動適応戦略（抜粋）

気候変動に対応した品種開発等 自然災害に備えた防災・減災

先進・ユニーク条例
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と
し
て
い
ま
す
。
こ
の
連
携
拠
点
で
は
、
①
「
環
境

学
習
・
教
育
」
機
能
、
②
「
普
及
啓
発
」
機
能
、
③

「
環
境
活
動
支
援
」
機
能
、
④
「
地
域
交
流
」
機
能
、

⑤
「
地
域
防
災
」
機
能
を
備
え
た
施
設
と
し
て
、「
県

民
目
線
」
や
「
現
場
主
義
」
の
視
点
に
加
え
、「
若

者
の
価
値
観
」
を
取
り
入
れ
た
環
境
教
育
や
普
及
啓

発
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
ア
ー
ス
デ
イ
に
ち
な
み
、「
４
月
22
日
」

を
「
地
球
環
境
を
守
る
日
」
と
定
め
て
い
ま
す
。
県

民
の
方
々
の
地
球
環
境
保
全
行
動
へ
の
意
欲
が
高
ま

る
よ
う
、
県
内
各
地
に
お
い
て
、
こ
の
趣
旨
に
ふ
さ

わ
し
い
行
事
を
実
施
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

（
６
）
顕
彰
等
（
第
６
章
）

事
業
者
の
方
々
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
努
力
を

「
見
え
る
化
」
す
る
た
め
、
気
候
変
動
対
策
に
貢
献
す

る
企
業
や
団
体
を
表
彰
す
る
新
た
な
顕
彰
制
度
を
創

設
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
温
室
効
果
ガ

ス
削
減
に
取
り
組
む
事
業
者
の
積
極
的
な
公
表
や
活

動
事
例
の
発
表
の
機
会
を
創
出
し
、
ロ
ー
ル
モ
デ
ル

と
し
て
広
く
情
報
発
信
を
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

４　

課
題
と
今
後
の
展
望

条
例
の
制
定
は
、「
脱
炭
素
社
会
の
実
現
」
へ
の

ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
で
あ
り
、
今
後
は
、
い
か
に
し
て

県
民
や
事
業
者
の
方
々
の
理
解
を
深
め
、
行
動
に
結

び
付
け
て
い
た
だ
く
か
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
て
い

ま
す
。

本
県
と
し
て
は
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
協
議
会
会
長

県
と
し
て
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
及
び
水
素
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
導
入
を
よ
り
一
層
加
速
化
さ
せ
る
と
と
も

に
、
県
民
や
事
業
者
の
方
々
を
気
候
変
動
対
策
を
推

進
す
る
た
め
の
「
サ
ポ
ー
タ
ー
」「
パ
ー
ト
ナ
ー
」

と
位
置
付
け
、
新
た
な
連
携
策
に
取
り
組
む
な
ど
、

「
県
民
総
活
躍
」
に
よ
る
社
会
的
機
運
を
盛
り
上
げ
、

「
環
境
首
都
」を
標
榜
す
る
本
県
こ
そ
が
全
国
を
リ
ー

ド
す
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、「
世
界
に
貢
献
す
る
」

と
い
う
強
い
気
概
を
持
っ
て
、「
脱
炭
素
社
会
の
実

現
」
に
向
け
、
全
力
で
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

注（
１
）
人
、
社
会
、
環
境
に
配
慮
し
た
消
費
行
動
を
す
る

こ
と
。

（
２
）http://w

w
w

.data.jm
a.go.jp/cpdinfo/ipcc/ar5/ 

index.htm
l

新たな環境活動連携拠点「新・エコみらいとくしま」


